
別紙１

 1. 継続事業の前提に関する注記
該当なし

 2. 重要な会計方針
（１）有価証券評価基準及び評価方法
　該当なし
（２）固定資産の減価償却の方法
　・平成19年3月31日以前に取得した固定資産ー旧定額法
　・平成19年4月1日以降に取得した固定資産ー新定額法
　・リース資産
　　＊　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。
　　＊　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース契約1件当たりのリース料総額が300万円を超えるリース資産については、リース期間を耐用
年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
（３）引当金の計上基準
　・退職給与引当金ー平成18年4月1日採用者から法人独自の退職金制度により法人本部拠点で計上している。
　・賞与引当金ー年間賞与額を基準に12分の5の80％相当額を引当金として計上している。
　・徴収不能引当金ー金銭債権のうち、徴収不可能と判断される債権はその金額、それ以外の債権は債権総
額に、過去の徴収不能額の発生割合を乗じた金額を引当金として計上している。
（４）リース会計基準適用初年度開始前のファイナンス・リース取引
　・引き続き通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理を適用している。

 3. 重要な会計方針の変更
該当なし

 4. 法人で採用する退職給付制度
　・平成18年3月までの採用者は（独）社会福祉医療機構での退職給与制度を採用している。
　・平成18年4月以降の採用者は法人独自の退職金制度を採用している。

 5. 法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分
当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。
（１）法人全体の計算書類(第一号第一様式、第二号第一様式、第三号第一様式)
（２）事業区分別内訳表(第一号第二様式、第二号第二様式、第三号第二様式)
（３）社会福祉事業における拠点区分別内訳表(第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式)
（４）公益事業における拠点区分別内訳表（第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式)
　　　当法人では、公益事業の拠点が一つであるため作成していない。
（５）収益事業における拠点区分別内訳表（第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式)
　　　当法人では、収益事業を実施していないため作成していない。
（６）各拠点区分におけるサービス区分内容
　ア　　法人本部拠点（社会福祉事業）
　　・法人本部
　イ　　オアシス千歳拠点（社会福祉事業）
　　・特別養護老人ホーム
　　・老人デイサービスセンター（通所介護）
　　・老人短期入所事業
　　・老人居宅介護支援事業
　　・ヘルパーステーション事業
　　・地域包括支援センター事業
　　・老人デイサービスセンター（地域密着型通所介護）
　ウ　　オアシス大和拠点（社会福祉事業）
　　・小規模多機能型居宅介護事業
　エ　　オアシス宝塚拠点（社会福祉事業）
　　・小規模多機能型居宅介護事業
　　・老人居宅介護支援事業
　　・ヘルパーステーション事業
　オ　　オアシス猪名川拠点（社会福祉事業）
　　・小規模多機能型居宅介護事業
　　・地域包括支援センター事業
　　・老人居宅介護支援事業
　カ　　オアシス伊丹池尻拠点（社会福祉事業）
　　・小規模多機能型居宅介護事業
　　・認知症対応型共同生活介護事業
　キ　　オアシス尼崎立花拠点（社会福祉事業）
　　・小規模多機能型居宅介護事業
　ク　　オアシス向陽拠点（社会福祉事業）
　　・老人デイサービスセンター（地域密着型通所介護）
　ケ　　オアシス神戸西拠点（社会福祉事業）

計算書類に対する注記(法人全体用)



　　・老人居宅介護支援事業
　　・ヘルパーステーション事業
　コ　　オアシス神戸北拠点（社会福祉事業）
　　・老人居宅介護支援事業
　　・地域包括支援センター事業
　サ　　オアシス三田拠点（社会福祉事業）
　　・老人居宅介護支援事業
　　・ヘルパーステーション事業
　シ　　オアシス西宮拠点（社会福祉事業）
　　・老人居宅介護支援事業
　　・老人デイサービスセンター（地域密着型通所介護）
　　・ヘルパーステーション事業
　　・訪問看護事業
　　・定期巡回随時対応型訪問介護看護事業
　ス　　オアシス西宮拠点（公益事業）
　　・サービス付高齢者向け住宅

 6. 基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位:円)

 7. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 8. 担保に供している資産
担保に供されている資産は、以下のとおりである。
　預金　　　　　　　 10,000,000円
　建物（基本財産）　688,030,767円
　　　　　　　　計　698,030,767円
担保している債務の種類及び金額は、以下のとおりである。
　設備資金借入金（独立行政法人福祉医療機構）　52,285,000円
　設備資金借入金（兵庫六甲農業協同組合）　　　 7,400,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計　59,685,000円

 9. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

11. 関連当事者との取引の内容
該当なし

12. 重要な偶発債務
該当なし

13. 重要な後発事象
該当なし

14. 合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け
該当なし

基本財産の種類
建物
定期預金

合計

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
893,911,765 841,558,667

1,000,000
842,558,667

基本財産

1,000,000
894,911,765

0
0
0

52,353,098
0

52,353,098

当期末残高

1,720,950,771 841,558,667

233,853,949
有形リース資産

小計

取得価額 減価償却累計額

1,720,950,771小計
その他の固定資産
建物
構築物
車輌運搬具
器具及び備品

建物

11,266,837

37,574,364
14,004,740
1,359,076

156,313,321
24,602,448

879,392,104
879,392,104

15,539,364

919,293,425
156,119,191
1,035,511,295合計

841,558,667

22,035,000

13,335,611
77,734,758

3,061,099
10

39,303,038

1,954,804,720

10,943,641
1,359,066

117,010,283



15. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
るために必要な事項

令和5年3月31日にオアシス神戸西ヘルパーステーション事業を休止している。
令和7年7月31日にオアシス宝塚老人居宅介護支援事業を休止している。



別紙２

 1. 重要な会計方針
（１）有価証券評価基準及び評価方法
　該当なし
（２）固定資産の減価償却の方法
　・平成19年3月31日以前に取得した固定資産ー旧定額法
　・平成19年4月1日以降に取得した固定資産ー新定額法
　・リース資産
　　＊　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。
　　＊　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース契約1件当たりのリース料総額が300万円を超えるリース資産については、リース期間を耐用
年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
（３）引当金の計上基準
　・退職給与引当金ー平成18年4月1日採用者から法人独自の退職金制度により法人本部拠点で計上している。
　・賞与引当金ー年間賞与額を基準に12分の5の80％相当額を引当金として計上している。
　・徴収不能引当金ー金銭債権のうち、徴収不可能と判断される債権はその金額、それ以外の債権は債権総
額に、過去の徴収不能額の発生割合を乗じた金額を引当金として計上している。
（４）リース会計基準適用初年度開始前のファイナンス・リース取引
　・引き続き通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理を適用している。

 2. 重要な会計方針の変更
該当なし

 3. 採用する退職給付制度
　・平成18年3月までの採用者は（独）社会福祉医療機構での退職給与制度を採用している。
　・平成18年4月以降の採用者は法人独自の退職金制度を採用している。

 4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
（１）法人本部拠点計算書類(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)
（２）拠点区分資金収支明細書(会計基準・別紙３（⑩））は省略している。
（３）拠点区分事業活動明細書(会計基準・別紙３（⑪））は省略している。

 5. 基本財産の増減の内容及び金額
該当なし

 6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 7. 担保に供している資産
担保に供されている資産は、以下のとおりである。
　預金　　10,000,000円
担保している債務の種類及び金額は、以下のとおりである。
　設備資金借入金（兵庫六甲農業協同組合）　　7,400,000円

 8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

 9. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

10. 重要な後発事象
該当なし

11. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
るために必要な事項

該当なし

計算書類に対する注記（法人本部拠点区分用）

その他の固定資産
建物
器具及び備品

6,911,347
362,242

小計
合計

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

7,362,940
1,680,077
8,712,000
17,755,017

有形リース資産 2,975,720

17,755,017

451,593
1,317,835
5,736,280
7,505,708
7,505,708

10,249,309
10,249,309



別紙２

 1. 重要な会計方針
（１）有価証券評価基準及び評価方法
　該当なし
（２）固定資産の減価償却の方法
　・平成19年3月31日以前に取得した固定資産ー旧定額法
　・平成19年4月1日以降に取得した固定資産ー新定額法
　・リース資産
　　＊　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。
　　＊　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース契約1件当たりのリース料総額が300万円を超えるリース資産については、リース期間を耐用
年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
（３）引当金の計上基準
　・退職給与引当金ー平成18年4月1日採用者から法人独自の退職金制度により法人本部拠点で計上している。
　・賞与引当金ー年間賞与額を基準に12分の5の80％相当額を引当金として計上している。
　・徴収不能引当金ー金銭債権のうち、徴収不可能と判断される債権はその金額、それ以外の債権は債権総
額に、過去の徴収不能額の発生割合を乗じた金額を引当金として計上している。
（４）リース会計基準適用初年度開始前のファイナンス・リース取引
　・引き続き通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理を適用している。

 2. 重要な会計方針の変更
該当なし

 3. 採用する退職給付制度
　・平成18年3月までの採用者は（独）社会福祉医療機構での退職給与制度を採用している。
　・平成18年4月以降の採用者は法人独自の退職金制度を採用している。

 4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
（１）千歳拠点計算書類(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)
（２）拠点区分資金収支明細書
　ア　　特別養護老人ホーム
　イ　　老人短期入所事業
　ウ　　老人デイサービスセンター（通所介護）
　エ　　老人居宅介護支援事業
　オ　　ヘルパーステーション事業
　カ　　老人デイサービスセンター（地域密着型通所介護）
　キ　　地域包括支援センター事業
（３）拠点区分事業活動明細書
　ア　　特別養護老人ホーム
　イ　　老人短期入所事業
　ウ　　老人デイサービスセンター（通所介護）
　エ　　老人居宅介護支援事業
　オ　　ヘルパーステーション事業
　カ　　老人デイサービスセンター（地域密着型通所介護）
　キ　　地域包括支援センター事業

 5. 基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位:円)

 6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 7. 担保に供している資産
担保に供されている資産は、以下のとおりである。
　預金（本部所有）　 10,000,000円
　建物（基本財産）　688,030,767円
　　　　　　　　計　698,030,767円
担保している債務の種類及び金額は、以下のとおりである。
　設備資金借入金（独立行政法人福祉医療機構）　52,285,000円
　設備資金借入金（兵庫六甲農業協同組合）　　　 7,400,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計　59,685,000円

計算書類に対する注記（オアシス千歳拠点区分用）

基本財産の種類
建物
定期預金

合計

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
727,505,652 688,030,767

1,000,000
689,030,767

1,000,000
728,505,652

0
0
0

39,474,885
0

39,474,885



 8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

 9. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

10. 重要な後発事象
該当なし

11. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
るために必要な事項

該当なし

基本財産
当期末残高

1,417,212,987 688,030,767

149,987,697
有形リース資産

小計

取得価額 減価償却累計額

1,417,212,987小計
その他の固定資産
建物
構築物
車輌運搬具
器具及び備品

建物

4,766,497

21,486,500
8,897,725
460,640

107,621,584
11,521,248

729,182,220
729,182,220

12,097,801

734,836,761
103,181,703
832,363,923合計

688,030,767

9,388,699

6,754,751
46,805,994

989,109
4

29,673,431

1,567,200,684

7,908,616
460,636

77,948,153



別紙２

 1. 重要な会計方針
（１）有価証券評価基準及び評価方法
　該当なし
（２）固定資産の減価償却の方法
　・平成19年3月31日以前に取得した固定資産ー旧定額法
　・平成19年4月1日以降に取得した固定資産ー新定額法
　・リース資産
　　＊　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。
　　＊　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース契約1件当たりのリース料総額が300万円を超えるリース資産については、リース期間を耐用
年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
（３）引当金の計上基準
　・退職給与引当金ー平成18年4月1日採用者から法人独自の退職金制度により法人本部拠点で計上している。
　・賞与引当金ー年間賞与額を基準に12分の5の80％相当額を引当金として計上している。
　・徴収不能引当金ー金銭債権のうち、徴収不可能と判断される債権はその金額、それ以外の債権は債権総
額に、過去の徴収不能額の発生割合を乗じた金額を引当金として計上している。
（４）リース会計基準適用初年度開始前のファイナンス・リース取引
　・引き続き通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理を適用している。

 2. 重要な会計方針の変更
該当なし

 3. 採用する退職給付制度
　・平成18年3月までの採用者は（独）社会福祉医療機構での退職給与制度を採用している。
　・平成18年4月以降の採用者は法人独自の退職金制度を採用している。

 4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
（１）宝塚拠点計算書類(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)
（２）拠点区分資金収支明細書
　ア　　小規模多機能型居宅介護事業
　イ　　老人居宅介護支援事業
　ウ　　ヘルパーステーション事業
（３）拠点区分事業活動明細書
　ア　　小規模多機能型居宅介護事業
　イ　　老人居宅介護支援事業
　ウ　　ヘルパーステーション事業

 5. 基本財産の増減の内容及び金額
該当なし

 6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 7. 担保に供している資産
該当なし

 8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

 9. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

10. 重要な後発事象
該当なし

11. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
るために必要な事項

令和7年7月31日にオアシス宝塚老人居宅介護支援事業を休止している。

器具及び備品

3,413,900
1

3,934,7746,646,94610,581,720

計算書類に対する注記（オアシス宝塚拠点区分用）

その他の固定資産
建物
車輌運搬具

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

3,729,000 315,100
159,199159,200

有形リース資産
小計
合計

207,900 485,100
7,833,775
7,833,775

693,000
15,162,920
15,162,920

7,329,145
7,329,145



別紙２

 1. 重要な会計方針
（１）有価証券評価基準及び評価方法
　該当なし
（２）固定資産の減価償却の方法
　・平成19年3月31日以前に取得した固定資産ー旧定額法
　・平成19年4月1日以降に取得した固定資産ー新定額法
　・リース資産
　　＊　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。
　　＊　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース契約1件当たりのリース料総額が300万円を超えるリース資産については、リース期間を耐用
年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
（３）引当金の計上基準
　・退職給与引当金ー平成18年4月1日採用者から法人独自の退職金制度により法人本部拠点で計上している。
　・賞与引当金ー年間賞与額を基準に12分の5の80％相当額を引当金として計上している。
　・徴収不能引当金ー金銭債権のうち、徴収不可能と判断される債権はその金額、それ以外の債権は債権総
額に、過去の徴収不能額の発生割合を乗じた金額を引当金として計上している。
（４）リース会計基準適用初年度開始前のファイナンス・リース取引
　・引き続き通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理を適用している。

 2. 重要な会計方針の変更
該当なし

 3. 採用する退職給付制度
　・平成18年3月までの採用者は（独）社会福祉医療機構での退職給与制度を採用している。
　・平成18年4月以降の採用者は法人独自の退職金制度を採用している。

 4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
（１）大和拠点計算書類(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)
（２）拠点区分資金収支明細書(会計基準・別紙３（⑩））は省略している。
（３）拠点区分事業活動明細書(会計基準・別紙３（⑪））は省略している。

 5. 基本財産の増減の内容及び金額
該当なし

 6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 7. 担保に供している資産
該当なし

 8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

 9. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

10. 重要な後発事象
該当なし

11. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
るために必要な事項

該当なし

計算書類に対する注記（オアシス大和拠点区分用）

その他の固定資産
建物
器具及び備品

1,779,078
706,545

小計
合計

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

4,327,344
3,216,220
99,000

7,642,564
有形リース資産 69,300

7,642,564

2,548,266
2,509,675
29,700

5,087,641
5,087,641

2,554,923
2,554,923



別紙２

 1. 重要な会計方針
（１）有価証券評価基準及び評価方法
　該当なし
（２）固定資産の減価償却の方法
　・平成19年3月31日以前に取得した固定資産ー旧定額法
　・平成19年4月1日以降に取得した固定資産ー新定額法
　・リース資産
　　＊　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。
　　＊　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース契約1件当たりのリース料総額が300万円を超えるリース資産については、リース期間を耐用
年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
（３）引当金の計上基準
　・退職給与引当金ー平成18年4月1日採用者から法人独自の退職金制度により法人本部拠点で計上している。
　・賞与引当金ー年間賞与額を基準に12分の5の80％相当額を引当金として計上している。
　・徴収不能引当金ー金銭債権のうち、徴収不可能と判断される債権はその金額、それ以外の債権は債権総
額に、過去の徴収不能額の発生割合を乗じた金額を引当金として計上している。
（４）リース会計基準適用初年度開始前のファイナンス・リース取引
　・引き続き通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理を適用している。

 2. 重要な会計方針の変更
該当なし

 3. 採用する退職給付制度
　・平成18年3月までの採用者は（独）社会福祉医療機構での退職給与制度を採用している。
　・平成18年4月以降の採用者は法人独自の退職金制度を採用している。

 4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
（１）猪名川拠点計算書類(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)
（２）拠点区分資金収支明細書
　ア　　小規模多機能型居宅介護事業
　イ　　地域包括支援センター事業
　ウ　　老人居宅介護支援事業
（３）拠点区分事業活動明細書
　ア　　小規模多機能型居宅介護事業
　イ　　地域包括支援センター事業
　ウ　　老人居宅介護支援事業

 5. 基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位:円)

 6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 7. 担保に供している資産
該当なし

 8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

 9. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

器具及び備品
有形リース資産

小計
合計

3,365,060
99,000

3,990,300
85,952,254 49,242,316

454,052
69,300
969,176

36,709,938

445,82480,416
2,911,008
29,700

3,021,124

減価償却累計額

35,740,762
35,740,762

81,961,954
81,961,954

取得価額

建物

0
0

3,718,524
3,718,524

基本財産
建物

小計
その他の固定資産

526,240

46,221,192
46,221,192

当期末残高

35,740,762
35,740,762

計算書類に対する注記（オアシス猪名川拠点区分用）

基本財産の種類
建物

合計

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
39,459,286
39,459,286



10. 重要な後発事象
該当なし

11. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
るために必要な事項

該当なし



別紙２

 1. 重要な会計方針
（１）有価証券評価基準及び評価方法
　該当なし
（２）固定資産の減価償却の方法
　・平成19年3月31日以前に取得した固定資産ー旧定額法
　・平成19年4月1日以降に取得した固定資産ー新定額法
　・リース資産
　　＊　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。
　　＊　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース契約1件当たりのリース料総額が300万円を超えるリース資産については、リース期間を耐用
年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
（３）引当金の計上基準
　・退職給与引当金ー平成18年4月1日採用者から法人独自の退職金制度により法人本部拠点で計上している。
　・賞与引当金ー年間賞与額を基準に12分の5の80％相当額を引当金として計上している。
　・徴収不能引当金ー金銭債権のうち、徴収不可能と判断される債権はその金額、それ以外の債権は債権総
額に、過去の徴収不能額の発生割合を乗じた金額を引当金として計上している。
（４）リース会計基準適用初年度開始前のファイナンス・リース取引
　・引き続き通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理を適用している。

 2. 重要な会計方針の変更
該当なし

 3. 採用する退職給付制度
　・平成18年3月までの採用者は（独）社会福祉医療機構での退職給与制度を採用している。
　・平成18年4月以降の採用者は法人独自の退職金制度を採用している。

 4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
（１）伊丹池尻拠点計算書類(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)
（２）拠点区分資金収支明細書
　ア　　小規模多機能型居宅介護事業
　イ　　認知症対応型共同生活介護事業
（３）拠点区分事業活動明細書
　ア　　小規模多機能型居宅介護事業
　イ　　認知症対応型共同生活介護事業

 5. 基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位:円)

 6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 7. 担保に供している資産
該当なし

 8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

 9. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

236,017,045

2,932,313
122,039
7,203,521

117,787,138
117,787,138

96,152

3,937,154
121,724,292

10,304,061
114,292,753

小計

減価償却累計額 当期末残高

221,775,830
221,775,830

103,988,692
103,988,692

46,188
1,877,702

1
1,963,299

14,241,215
合計

取得価額

142,340
4,810,015
122,040
9,166,820

基本財産
建物

小計
その他の固定資産
建物
構築物
車輌運搬具
器具及び備品

計算書類に対する注記（オアシス伊丹池尻拠点区分用）

基本財産の種類
建物

合計

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
126,946,827
126,946,827

0
0

9,159,689
9,159,689

117,787,138
117,787,138



10. 重要な後発事象
該当なし

11. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
るために必要な事項

該当なし



別紙２

 1. 重要な会計方針
（１）有価証券評価基準及び評価方法
　該当なし
（２）固定資産の減価償却の方法
　・平成19年3月31日以前に取得した固定資産ー旧定額法
　・平成19年4月1日以降に取得した固定資産ー新定額法
　・リース資産
　　＊　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。
　　＊　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース契約1件当たりのリース料総額が300万円を超えるリース資産については、リース期間を耐用
年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
（３）引当金の計上基準
　・退職給与引当金ー平成18年4月1日採用者から法人独自の退職金制度により法人本部拠点で計上している。
　・賞与引当金ー年間賞与額を基準に12分の5の80％相当額を引当金として計上している。
　・徴収不能引当金ー金銭債権のうち、徴収不可能と判断される債権はその金額、それ以外の債権は債権総
額に、過去の徴収不能額の発生割合を乗じた金額を引当金として計上している。
（４）リース会計基準適用初年度開始前のファイナンス・リース取引
　・引き続き通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理を適用している。

 2. 重要な会計方針の変更
該当なし

 3. 採用する退職給付制度
　・平成18年3月までの採用者は（独）社会福祉医療機構での退職給与制度を採用している。
　・平成18年4月以降の採用者は法人独自の退職金制度を採用している。

 4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
（１）尼崎立花拠点計算書類(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)
（２）拠点区分資金収支明細書(会計基準・別紙３（⑩））は省略している。
（３）拠点区分事業活動明細書(会計基準・別紙３（⑪））は省略している。

 5. 基本財産の増減の内容及び金額
該当なし

 6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 7. 担保に供している資産
該当なし

 8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

 9. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

10. 重要な後発事象
該当なし

11. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
るために必要な事項

該当なし

29,700
2,911,241
2,911,241

126,255
126,255

小計
合計

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

142,838
2,795,658
99,000

3,037,496
有形リース資産 69,300

3,037,496

142,837
2,738,704

計算書類に対する注記（オアシス尼崎立花拠点区分用）

その他の固定資産
車輌運搬具
器具及び備品

1
56,954



別紙２

 1. 重要な会計方針
（１）有価証券評価基準及び評価方法
　該当なし
（２）固定資産の減価償却の方法
　・平成19年3月31日以前に取得した固定資産ー旧定額法
　・平成19年4月1日以降に取得した固定資産ー新定額法
　・リース資産
　　＊　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。
　　＊　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース契約1件当たりのリース料総額が300万円を超えるリース資産については、リース期間を耐用
年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
（３）引当金の計上基準
　・退職給与引当金ー平成18年4月1日採用者から法人独自の退職金制度により法人本部拠点で計上している。
　・賞与引当金ー年間賞与額を基準に12分の5の80％相当額を引当金として計上している。
　・徴収不能引当金ー金銭債権のうち、徴収不可能と判断される債権はその金額、それ以外の債権は債権総
額に、過去の徴収不能額の発生割合を乗じた金額を引当金として計上している。
（４）リース会計基準適用初年度開始前のファイナンス・リース取引
　・引き続き通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理を適用している。

 2. 重要な会計方針の変更
該当なし

 3. 採用する退職給付制度
　・平成18年3月までの採用者は（独）社会福祉医療機構での退職給与制度を採用している。
　・平成18年4月以降の採用者は法人独自の退職金制度を採用している。

 4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
（１）向陽拠点計算書類(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)
（２）拠点区分資金収支明細書(会計基準・別紙３（⑩））は省略している。
（３）拠点区分事業活動明細書(会計基準・別紙３（⑪））は省略している。

 5. 基本財産の増減の内容及び金額
該当なし

 6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 7. 担保に供している資産
該当なし

 8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

 9. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

10. 重要な後発事象
該当なし

11. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
るために必要な事項

該当なし

500,584
500,584合計

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

4,206,440
277,200
4,483,640
4,483,640

小計 3,983,056
3,983,056

260,344
240,240

計算書類に対する注記（オアシス向陽拠点区分用）

その他の固定資産
器具及び備品
有形リース資産

3,946,096
36,960



別紙２

 1. 重要な会計方針
（１）有価証券評価基準及び評価方法
　該当なし
（２）固定資産の減価償却の方法
　・平成19年3月31日以前に取得した固定資産ー旧定額法
　・平成19年4月1日以降に取得した固定資産ー新定額法
　・リース資産
　　＊　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。
　　＊　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース契約1件当たりのリース料総額が300万円を超えるリース資産については、リース期間を耐用
年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
（３）引当金の計上基準
　・退職給与引当金ー平成18年4月1日採用者から法人独自の退職金制度により法人本部拠点で計上している。
　・賞与引当金ー年間賞与額を基準に12分の5の80％相当額を引当金として計上している。
　・徴収不能引当金ー金銭債権のうち、徴収不可能と判断される債権はその金額、それ以外の債権は債権総
額に、過去の徴収不能額の発生割合を乗じた金額を引当金として計上している。
（４）リース会計基準適用初年度開始前のファイナンス・リース取引
　・引き続き通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理を適用している。

 2. 重要な会計方針の変更
該当なし

 3. 採用する退職給付制度
　・平成18年3月までの採用者は（独）社会福祉医療機構での退職給与制度を採用している。
　・平成18年4月以降の採用者は法人独自の退職金制度を採用している。

 4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
（１）神戸西拠点計算書類(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)
（２）拠点区分資金収支明細書
　ア　　老人居宅介護支援事業
　イ　　ヘルパーステーション事業
（３）拠点区分事業活動明細書
　ア　　老人居宅介護支援事業
　イ　　ヘルパーステーション事業

 5. 基本財産の増減の内容及び金額
該当なし

 6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 7. 担保に供している資産
該当なし

 8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

 9. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

10. 重要な後発事象
該当なし

11. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
るために必要な事項

令和5年3月31日にオアシス神戸西ヘルパーステーション事業を休止している。

器具及び備品

194,288
1

148,386

計算書類に対する注記（オアシス神戸西拠点区分用）

その他の固定資産
構築物
車輌運搬具

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

297,000 102,712
167,757
55,114

167,758
203,500

有形リース資産
小計
合計

36,960 240,240
582,915
582,915

277,200
945,458
945,458

362,543
362,543



別紙２

 1. 重要な会計方針
（１）有価証券評価基準及び評価方法
　該当なし
（２）固定資産の減価償却の方法
　・平成19年3月31日以前に取得した固定資産ー旧定額法
　・平成19年4月1日以降に取得した固定資産ー新定額法
　・リース資産
　　＊　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。
　　＊　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース契約1件当たりのリース料総額が300万円を超えるリース資産については、リース期間を耐用
年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
（３）引当金の計上基準
　・退職給与引当金ー平成18年4月1日採用者から法人独自の退職金制度により法人本部拠点で計上している。
　・賞与引当金ー年間賞与額を基準に12分の5の80％相当額を引当金として計上している。
　・徴収不能引当金ー金銭債権のうち、徴収不可能と判断される債権はその金額、それ以外の債権は債権総
額に、過去の徴収不能額の発生割合を乗じた金額を引当金として計上している。
（４）リース会計基準適用初年度開始前のファイナンス・リース取引
　・引き続き通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理を適用している。

 2. 重要な会計方針の変更
該当なし

 3. 採用する退職給付制度
　・平成18年3月までの採用者は（独）社会福祉医療機構での退職給与制度を採用している。
　・平成18年4月以降の採用者は法人独自の退職金制度を採用している。

 4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
（１）神戸北拠点計算書類(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)
（２）拠点区分資金収支明細書
　ア　　老人居宅介護支援事業
　イ　　地域包括支援センター事業
（３）拠点区分事業活動明細書
　ア　　老人居宅介護支援事業
　イ　　地域包括支援センター事業

 5. 基本財産の増減の内容及び金額
該当なし

 6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 7. 担保に供している資産
該当なし

 8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

 9. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

10. 重要な後発事象
該当なし

11. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
るために必要な事項

該当なし

合計 400,400

462,000
462,000
462,000

61,600
61,600
61,600

計算書類に対する注記（オアシス神戸北拠点区分用）

その他の固定資産
有形リース資産

小計

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

400,400
400,400



別紙２

 1. 重要な会計方針
（１）有価証券評価基準及び評価方法
　該当なし
（２）固定資産の減価償却の方法
　・平成19年3月31日以前に取得した固定資産ー旧定額法
　・平成19年4月1日以降に取得した固定資産ー新定額法
　・リース資産
　　＊　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。
　　＊　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース契約1件当たりのリース料総額が300万円を超えるリース資産については、リース期間を耐用
年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
（３）引当金の計上基準
　・退職給与引当金ー平成18年4月1日採用者から法人独自の退職金制度により法人本部拠点で計上している。
　・賞与引当金ー年間賞与額を基準に12分の5の80％相当額を引当金として計上している。
　・徴収不能引当金ー金銭債権のうち、徴収不可能と判断される債権はその金額、それ以外の債権は債権総
額に、過去の徴収不能額の発生割合を乗じた金額を引当金として計上している。
（４）リース会計基準適用初年度開始前のファイナンス・リース取引
　・引き続き通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理を適用している。

 2. 重要な会計方針の変更
該当なし

 3. 採用する退職給付制度
　・平成18年3月までの採用者は（独）社会福祉医療機構での退職給与制度を採用している。
　・平成18年4月以降の採用者は法人独自の退職金制度を採用している。

 4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
（１）三田拠点計算書類(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)
（２）拠点区分資金収支明細書
　ア　　老人居宅介護支援事業
　イ　　ヘルパーステーション事業
（３）拠点区分事業活動明細書
　ア　　老人居宅介護支援事業
　イ　　ヘルパーステーション事業

 5. 基本財産の増減の内容及び金額
該当なし

 6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 7. 担保に供している資産
該当なし

 8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

 9. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

10. 重要な後発事象
該当なし

11. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
るために必要な事項

該当なし

655,247
655,247合計

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

106,480
739,200
845,680
845,680

小計 190,433
190,433

14,607
640,640

計算書類に対する注記（オアシス三田拠点区分用）

その他の固定資産
器具及び備品
有形リース資産

91,873
98,560



別紙２

 1. 重要な会計方針
（１）有価証券評価基準及び評価方法
　該当なし
（２）固定資産の減価償却の方法
　・平成19年3月31日以前に取得した固定資産ー旧定額法
　・平成19年4月1日以降に取得した固定資産ー新定額法
　・リース資産
　　＊　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。
　　＊　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース契約1件当たりのリース料総額が300万円を超えるリース資産については、リース期間を耐用
年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
（３）引当金の計上基準
　・退職給与引当金ー平成18年4月1日採用者から法人独自の退職金制度により法人本部拠点で計上している。
　・賞与引当金ー年間賞与額を基準に12分の5の80％相当額を引当金として計上している。
　・徴収不能引当金ー金銭債権のうち、徴収不可能と判断される債権はその金額、それ以外の債権は債権総
額に、過去の徴収不能額の発生割合を乗じた金額を引当金として計上している。
（４）リース会計基準適用初年度開始前のファイナンス・リース取引
　・引き続き通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理を適用している。

 2. 重要な会計方針の変更
該当なし

 3. 採用する退職給付制度
　・平成18年3月までの採用者は（独）社会福祉医療機構での退職給与制度を採用している。
　・平成18年4月以降の採用者は法人独自の退職金制度を採用している。

 4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
（１）西宮拠点計算書類(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)
（２）拠点区分資金収支明細書
　ア　　定期巡回随時対応型訪問介護看護事業
　イ　　ヘルパーステーション事業
　ウ　　訪問看護事業
　エ　　老人デイサービスセンター（地域密着型通所介護）
　オ　　老人居宅介護支援事業
（３）拠点区分事業活動明細書
　ア　　定期巡回随時対応型訪問介護看護事業
　イ　　ヘルパーステーション事業
　ウ　　訪問看護事業
　エ　　老人デイサービスセンター（地域密着型通所介護）
　オ　　老人居宅介護支援事業

 5. 基本財産の増減の内容及び金額
該当なし

 6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 7. 担保に供している資産
該当なし

 8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

 9. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

10. 重要な後発事象
該当なし

171,380
1,839,463
1,839,463

2,047,372
2,047,372

小計
合計

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

306,600
2,418,635
1,161,600
3,886,835

有形リース資産 990,220

3,886,835

306,598
1,361,485

計算書類に対する注記（オアシス西宮拠点区分用）

その他の固定資産
車輌運搬具
器具及び備品

2
1,057,150



11. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
るために必要な事項

該当なし



別紙２

 1. 重要な会計方針
（１）有価証券評価基準及び評価方法
　該当なし
（２）固定資産の減価償却の方法
　・平成19年3月31日以前に取得した固定資産ー旧定額法
　・平成19年4月1日以降に取得した固定資産ー新定額法
　・リース資産
　　＊　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。
　　＊　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース契約1件当たりのリース料総額が300万円を超えるリース資産については、リース期間を耐用
年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
（３）引当金の計上基準
　・退職給与引当金ー平成18年4月1日採用者から法人独自の退職金制度により法人本部拠点で計上している。
　・賞与引当金ー年間賞与額を基準に12分の5の80％相当額を引当金として計上している。
　・徴収不能引当金ー金銭債権のうち、徴収不可能と判断される債権はその金額、それ以外の債権は債権総
額に、過去の徴収不能額の発生割合を乗じた金額を引当金として計上している。
（４）リース会計基準適用初年度開始前のファイナンス・リース取引
　・引き続き通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理を適用している。

 2. 重要な会計方針の変更
該当なし

 3. 採用する退職給付制度
　・平成18年3月までの採用者は（独）社会福祉医療機構での退職給与制度を採用している。
　・平成18年4月以降の採用者は法人独自の退職金制度を採用している。

 4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
（１）西宮拠点計算書類(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)
（２）拠点区分資金収支明細書(会計基準・別紙３（⑩））は省略している。
（３）拠点区分事業活動明細書(会計基準・別紙３（⑪））は省略している。

 5. 基本財産の増減の内容及び金額
該当なし

 6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 7. 担保に供している資産
該当なし

 8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

 9. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

10. 重要な後発事象
該当なし

11. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
るために必要な事項

該当なし

1,071,654
1,071,654合計

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

10,951,127
462,000

11,413,127
11,413,127

小計 10,341,473
10,341,473

671,254
400,400

計算書類に対する注記（オアシス西宮公益拠点区分用）

その他の固定資産
器具及び備品
有形リース資産

10,279,873
61,600


